
スタートアップと職員が協働して都政現場の困りごとを解決

都政現場
困りごとを提示

スタートアップ
解決方法を提供

対話を重ね
解決策を模索

協働プロジェクト実施

現場職員が
協働先を選定

【都支援】実証費用負担、プロジェクト進行管理

政策目的随意
契約による
調達支援
（認定案件のみ）



自治体間での取組・ノウハウの共有で、より大きな協働へ

全国の自治体が、政策目的随意契約に係る認定情報を相互に活用することで、

日本全体でスタートアップとの協働を広げていきたい

東京都

各自治体の
政策目的随契情報

○○県
□□区

××市
△△町

認定したSU情報を集約・カタログ化

政策随契制度が利用可能

民間事業者

自治体間連携

・情報収集
・DB運営

公共調達

連携先各自治体による
政策目的随契

東京都での調達

< 実施イメージ >

都内自治体
にも展開




